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「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を一部改定するこ

とを決議しましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。なお、主な改定箇所

につきましては下線で示しております。 

記 

１．取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制 

（１）当社は「経営理念」・「行動指針」を定めるとともに社内規程を整備し、コンプライアンス

体制を確立する。 

（２）取締役、執行役員および全ての使用人は「経営理念」・「行動指針」を遵守、実践して企業倫

理の確立に取り組み、公正な企業活動を通じて社会に貢献するとともに、創造的で清新な

る企業風土を築く。 

（３）当社は、「人権と多様性の尊重」「安全最優先」「コンプライアンスの徹底」「サステナビリ

ティへの貢献」を取締役、執行役員および全ての使用人の行動指針とする。 

（４）当社は、経営会議の下にサステナビリティ推進委員会を設置し、コンプライアンスを推進

するための制度を構築する。 

（５）当社は、業務執行部門から独立した経営監査室を設置し、各部署に対し定期的に内部監査

を実施し、取締役会・監査役へ報告する。 

（６）当社は、コンプライアンス上疑義ある行為について、使用人が社内の通報窓口、または社

外の弁護士を通じて会社に通報、相談できる内部通報制度を構築し、通報者の保護を図る

とともに、潜在する問題点を把握して自浄作用を発揮し、法令遵守の実現を図る。 

（７）当社は、行動指針に則り、反社会的勢力との関係を拒絶し、反社会的勢力からの不当な要

求を毅然として排除する。 



２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

（１）情報の保存・管理 

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等法定文書のほか、経営会議議事録、稟議書

等取締役の職務の執行、意思決定に係る情報が記載された文書を、関連資料とともに、文

書、情報に関する諸規程の定めるところに従い、適切に保存し管理する。 

（２）情報の閲覧 

取締役および監査役は当社の定める手続きに従い、いつでも、前項の文書を閲覧すること

ができるものとする。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社は、リスク管理の基礎として、ピーエス三菱グループサステナビリティ基本規程、リ

スクマネジメント基本規程の他関連諸規程を定め、これらの規程に従ったリスク管理体制

を構築するものとする。 

（２）当社は、不測・重大な事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な

対応を行い、損害の拡大を防止し、被害を最小限に止める。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）執行役員制度 

当社は、執行役員制度を導入し、取締役は経営の意思決定の迅速化、監督機能の強化等経

営機能に専念し、取締役会は業務執行権限を執行役員に委嘱して執行責任を明確にし、コ

ーポレートガバナンスの一層の充実を図る。 

（２）指名諮問委員会・報酬諮問委員会 

当社は取締役の指名に関する決定プロセスの客観性および透明性を高め、コーポレートガ

バナンス体制の一層の充実・強化を図ることを目的に指名諮問委員会を設置し、また取締

役・執行役員の報酬決定に関する手続きの客観性および透明性を確保し、取締役会の監督

機能の向上を図ることを目的に報酬諮問委員会を設置し、それぞれの委員会は取締役会の

諮問を受け、審議し答申する。 

（３）経営会議 

当社は、職務執行の決定が適切かつ機動的に行われるため社長および主要な執行役員で構

成する経営会議を設置し、原則月２回、全社および当社グループ全体の経営に係わる戦略、

基本方針その他経営全般に関する重要事項を審議する。さらに、代表取締役あるいは、取

締役会の意思決定を適法・適正かつ効率的に行うために、取締役会付議事項について事前

に慎重な審議を行い、代表取締役および取締役会の意思決定に資するものとする。 

（４）サステナビリティ推進委員会 

当社は、経営会議の下にサステナビリティ推進委員会を設置し、経営理念に基づいたサス

テナビリティ基本方針を掲げ、事業活動を通じて持続可能な社会の実現を目指すとともに

当社の持続的成長を追求し、当社の効率的な課題解決に向けた取り組みを行うものとする。 

（５）本部長・支店長会議 

当社は、社長・主要な執行役員・支店長等で構成する本部長・支店長会議を設置し、原則



月１回、各本部・支店より受注・損益・業務遂行状況等を報告させ、必要に応じて具体的

な施策を協議するほか、経営に係る戦略、基本方針その他経営全般に関する重要事項の周

知徹底を図る。 

５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、当社グループの経営理念と行動指針に基づき、当社グループ一体となった法令遵

守を推進する。また、財務報告に係る内部統制に関し、評価する仕組を確立して、当社グ

ループの財務報告の適正性を確保するための体制を構築する。 

（１）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制  

当社は、関係会社取扱規程を定め、同規程に基づき子会社運営を実施するものとし、当社

の取締役等と子会社の取締役等との間で定期的に会合を行い、当社の経営方針の周知を行

うとともに、子会社から経営状況等の報告を受ける他、必要に応じ、当社の取締役、執行

役員または使用人を子会社の取締役または監査役として派遣し、適切な監督・監査を行う

ものとする。 

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

①当社は、ピーエス三菱グループサステナビリティ基本規程およびリスクマネジメント基本

規程を定めることで、子会社にリスク管理体制を構築させ、定期的に報告を受けるものと

する。 

②当社は、子会社において損失リスクが発生した場合には、関係会社取扱規程に従い、速や

かに当社へ報告させるものとし、当社および当該子会社間で対策を協議・実施することで、

損失の拡大を防止する。 

（３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制、ならびに

子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制  

①当社は、子会社におけるコンプライアンスの周知・徹底および推進のための啓発活動を支

援する。 

②当社は、当社の取締役等と子会社の取締役等が定期的な会合を行い、当社の経営方針の周

知を行うとともに、子会社から経営状況等の報告を受けるものとする。 

③当社は、当社の経営監査室による子会社の内部監査を実施し、その結果を当社の社長なら

びに監査役に報告するとともに、子会社の代表取締役に通知する。 

６．監査役の職務の執行のための必要な体制 

（１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項 

取締役は、監査基準に規定する「監査職務を補助する体制」について監査役と協議し、そ

の使用人の配置に努める。 

（２）前号の使用人の取締役からの独立性および指示の実効性の確保に関する事項 

取締役は監査役会に対し、あらかじめ監査役の補助使用人の人事異動等に係る事項につい

て同意を得るものとする。 



取締役は、監査役の補助使用人の配置について、監査役と執行側からの指揮命令が相反し

ないように配慮し、補助使用人を選任する。また、補助使用人は監査役からの指揮命令を

優先するものとする。 

（３）監査役への報告に関する体制 

①取締役、執行役員および使用人が監査役に報告するための体制 

取締役は、法律に定める事項のほか、取締役、執行役員または使用人からの監査役に対す

る報告事項について、あらかじめ監査役と協議して定めることができる。 

前記の他、監査役はいつでも必要に応じ取締役、執行役員または使用人に対して報告を求

めることができ、取締役、執行役員または使用人は求められた報告事項について報告する

ものとする。 

②子会社の取締役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報

告をするための体制 

子会社の取締役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社グループの

内部通報制度および当社の経営監査室による各子会社の内部監査等を通じて得た情報を、

当社監査役に定期的に報告する。 

（４）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保

するための体制 

当社は、当社の監査役に相談・通報を行った者に対し、当該相談・通報を行ったことを理

由として不利益な取り扱いは行わない旨を社内規程等で定めることにより当該報告をした

ことを理由として不利益な取扱いを受けない体制を確保する。 

（５）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役と協議の上、監査役の職務を執行するのに必要である予算をあらかじめ定

める。また、予算の有無に拘わらず、監査役が外部専門家に依頼した費用などを含め、職

務を執行するために発生した費用を請求した時は、職務の執行に必要でないことが認めら

れた場合を除き、監査役に償還するものとする。 

（６）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

代表取締役は、監査役と定期的に会合等をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環

境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換する等、監査役との相互認識を深

めるように努める。社外取締役は監査役と定期的に会合等をもち、会社が対処すべき課題、

監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換する等、監査役と

の相互認識を深めるように努める。 

監査役は、自らの判断により会社の重要な会議に出席できるものとする。 

７．財務報告に係る内部統制の有効性の評価を行うための体制 

当社は、当社グループの財務報告に係る内部統制の有効性の評価を審議して、社長に報告

するための諮問機関として金融商品取引法財務報告内部統制評価会議を設置し、金融商品

取引法令に則った財務報告に係る情報の信頼性を確保する。 

以 上 


